
本市における重層的支援体制整備事業の進め方 

 

１ 国の動き 

年度 内容 

平成３０年度 

○改正社会福祉法の施行（４月） 

 ・「地域共生社会」の実現に向けて、市町村が包括的な支援体制づくりに努める

こととされた 

 ・改正法の附則で、公布後３年（令和２年）を目途として、包括的な支援体制を

全国的に整備するための方策について検討することとされた 

令和元年度 

○地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会 

 ・検討結果の最終とりまとめ（１２月） 

○検討会の結果を踏まえ、社会福祉法改正案を国会に提出（３月） 

令和２年度 ○改正社会福祉法成立（６月） 

令和３年度 
○改正社会福祉法の施行（４月） 

 ・「重層的支援体制整備事業」創設（任意事業） 

 

２ 重層的支援体制整備事業の概要 

  市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ

に対応する包括的な支援体制を構築するため、「Ⅰ相談支援」、「Ⅱ参加支援」、「Ⅲ地域づくりに

向けた支援」を一体的に実施するもの 
 
 
＜事業イメージ（厚生労働省資料）＞ 

 

 

 

 

 ＜参考＞４年度の他都市の状況 

  ①重層的支援体制整備事業 

１３４市区町村 

中 核 市：２５市 

九州県都：佐賀市 

県  内：なし 

②重層的支援体制整備事業への移行準備事業 

２２９市区町村 

中 核 市：１４市 

九州県都：福岡市、長崎市、熊本市、大分市、鹿児島市 

県  内：鹿児島市、鹿屋市、霧島市、志布志市、中種子町、大和村、宇検村、和泊町、知名町 

 

３ 本市における重層的支援体制整備事業の進め方（案） 

 (1) 基本的な考え方 

① ４年度から実施する移行準備事業において、関係課や関係機関等と十分に協議調整を行いながら、

課題を抽出・整理し、６年度から重層的支援体制整備事業を実施 

② 既存の相談支援等の取組を生かしながら、行政や関係機関等だけではなく、地域の関係団体とも

連携を図り、地域住民が抱える複雑化・複合化した課題に迅速に対応していく仕組みとする 

(2) 全体計画 

年度 内容 

４年度 重層的支援体制整備事業への移行準備事業の実施（準備事業は３年間まで実施可） 

５年度 同上 ※２年間かけて課題を抽出・整理 

６年度 重層的支援体制整備事業の実施 

   ※Ｐ．２参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ相談支援 

参考資料１ 
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協議会 

○関係機関等 
・地域包括支援センター 
・障害者基幹相談支援センター 
・地域活動支援センター 
・すこやか子育て交流館 
・生活・就労支援センターかごしま 
・地域福祉支援員 等 
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○重層的支援会議 

・支援プランの検討 

・支援の実施 

・支援プランの評価 等 

地域福祉館 

複雑化・ 

複合化 

した課題 

アウトリーチ等を通じた継続的支援 

Ⅱ参加支援 Ⅲ地域づくりに向けた支援 

町内会 

多機関協働 

＜実施イメージ＞ 
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